
77 

 

厚生労働省科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 

 

今後の医療安全管理者の業務と医療安全管理者養成手法の検討のための研究 

（H30－医療－一般－004） 

 

６．無床診療所・歯科診療所・保険薬局を対象とした調査 

 

研究分担者 坂本すが（東京医療保健大学・副学長） 

研究協力者 駒崎俊剛（東京医療保健大学医療保健学部・講師） 

研究協力者 佐々木美奈子（東京医療保健大学医療保健学部・教授） 

研究協力者 末永由理（東京医療保健大学医療保健学部・教授） 

研究協力者 本谷園子（東京医療保健大学大学院医療保健学研究科・助教） 

研究協力者 山元友子（NTT 東日本関東病院医療対話推進室・医療対話推進者） 

研究協力者 菅野雄介（横浜市立大学学術院医学群医学部・助教） 

 

 

  

研究要旨 

本項では，無床診療所・歯科診療所・保険薬局における医療安全担当者を対象にその業務の

実態と課題を明らかにする調査を実施した結果を基に報告する。機縁法によりアンケート依頼状

を送付したところ，無床診療所・歯科医院・保険薬局 278 施設（無床診療所 11 施設・歯科医院 2

施設・保険薬局 263 施設，施設種別未回答 2 施設）から回答を得た。 

無床診療所・歯科医院・保険薬局において，複数の職種を医療安全担当者に配置する管理

体制の構築もみられ，また，現状のリソースを活用し，活動を行っていることが明らかになった。 
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A. 研究目的 

本調査（以下、【調査１】）の主な対象は、健

康保険法に基づく診療報酬制度において医

療安全対策加算の届け出を行っている病院・

有床臨床所、すなわち専従または専任の医療

安全管理者を配置している医療機関である。

一方、医療法上では、全ての病院等の管理者

に対して、医療安全のための体制の確保を目

的として、「医療に係る安全管理のための指針

を整備」や「医療に係る安全管理のための基

本的な事項及び具体的な方策についての職

員研修を実施」、「改善のための方策を講ずる」

を要請している（医療法施行規則第一条の十

一）。したがって、同加算の届出を行っていな

い医療機関についても医療安全担当者が存

在し、何らかの活動を行っていると推察される。

その業務内容や感じている課題を明らかにす

ることは、今後の医療安全施策を検討する上

でも大変意義深いと考えられる。 

そこで、今回の調査（以下、【調査 3】）では、

無床診療所・歯科診療所・保険薬局における

医療安全担当者を対象に調査を実施し、その

業務の実態と課題を明らかにすることを目的と

した。なお、当該施設では専従・専任の医療

安全管理担当者は配置されていないため、医

療安全管理者養成研修についての質問は設

けなかった。 

 

B. 研究方法 

 【調査３】では、【調査１】で用いたアンケート

調査項目 73 問のうち、医師・歯科医師の医療

安全管理者の業務実態に関する設問および、

医療安全管理者養成研修に関する設問を除

外した医療安全担当者の業務実態に関する

21 問について質問した。法令上は求められて

いない業務もあるが、他の調査対象と同じ調

査票を用いて実態を把握した。 

 調査対象の選定は、機縁法により行い、対

象者へアンケート依頼状を送付した。アンケー

トは、Web アンケート方式として、対象施設の

医療安全担当者 1名に回答を求めた。各項目

について単純集計を行い、回答者および所属

施設の属性等で比較した。（倫理面への配慮）

【調査３】は、研究分担者が所属する組織の「ヒ

トに関する研究倫理委員会」の倫理審査を受

け、承認を得た後に実施した。Web アンケート

調査においては、回答者が専用アドレスにア

クセス後、表示されるトップ画面に、研究の概

要と倫理的配慮について掲載した。同意が得

られた（同意ボタンを押した）場合のみ、回答

画面に進めるようにした。 

 

C. 研究結果 

 無床診療所・歯科医院・保険薬局 278 施設

（無床診療所 11 施設・歯科医院 2 施設・保険

薬局 263 施設、施設種別未回答 2 施設）から

回答を得た。回答者の所属する施設種別（問

4）は、保険薬局 263 件（94.6%）が最も多く、無

床診療所 11 件（4.3%）、歯科診療所 2 件

（0.7%）、無回答 2 件であった。そこで、本報告

では、回答者の所属する施設種別のうち 95％

の割合を占めている保険薬局・薬剤師の回答

について分析する。 

○医療安全管理体制（表 1） 

回答者の総数は、薬剤師 263 名であった。 
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回答者の職種経験年数は、「11～20 年目」

がもっとも多く 110 名（41.8％）であり、「21 年目

以上」が 101 名（38.4％）、「6〜10 年目」が 45

名（17.1％）、「５年目以下」が 7 名（2.6％）であ

った。 

また、医療安全担当者としての経験年数は、

「11 年目以上」がもっとも多く 8１人（30.8％）で

あり、「5〜10年目」77人（29.2％）、「2～4年目」

が 76人（28.9％）、「１年目」が 7人（9.8％）であ

った。 

独立した管理部門の有無については、「あり」

が 13 施設（4.9％）であった。 

○困難を感じる業務（表２） 

困難を感じる業務（図 1）では、「2.必要に応じ

た活動組織（ワーキンググループ等）の設置」

が 83 件（31.5%）で最も多く、「1.医療安全に関

する委員会の運営」76件（30.4%）、「22.患者や

家族を巻き込んだ医療安全活動の推進」76 件

（28.9%）、「5.職員に対する研修の企画」61 件

（23.1%）、「4.医療安全に関する定期的な活動

評価」52 件（19.7%）、「3.安全管理のための指

針の策定・改訂」49 件（18.6%）、「7.安全管理

に関する問題点の把握と教育への反映」49 件

（18.6%）の順で高かった。  

このうち最も困難と感じる業務（図 2）は、「22.

患者や家族を巻き込んだ医療安全活動の推

進」が 45 件（17.4%）で最も多く、「1.医療安全

に関する委員会の運営」35 件（13.5%）、「2.必

要に応じた活動組織（ワーキンググループ等）

の設置」21 件（8.1%）、「5.職員に対する研修の

企画」21 件（8.1%）、「7.安全管理に関する問題

点の把握と教育への反映」18 件（6.9%）の順で

高かった。 

また、その理由（図 3）は、「業務遂行に必要

な知識や技能がない」72 件（27.9%）、「時間が

ない」64 件（24.8%）、「必要な人員を確保でき

ない」55 件（21.3%）、「達成状況を評価するた

めの基準がない」44 件（17.1%）であった。 

○他施設との連携（表 3） 

他施設との連携（図 4）では、「連携していな

い」は、161 件（61.2%）が最も多く、連携してい

る場合は、その形態として「同じ法人の他施設

と連携している」70件（26.2%）、「地域の他施設

と連携している」35 件（13.3%）であった。いず

れかの形態で連携している施設（105 件）にお

ける連携内容は、「情報交換」80 件（76.1%）、

「研修の実施／参加」38 件（36.1%）、「相談／

相談への対応」37 件（35.2%）、「事例の検討」

36 件（34.2%）であった。 

他施設との交流希望（図 5）では、「勉強会の

開催」174 件（66.1%）がもっとも多く、「情報交

換」130 件（49.4%）、「事例の検討」111 件

（42.1%）であった。他施設との交流による安全

の質向上では、「とてもそう思う」と「まあそう思う」

との合計が占める割合（図 6）は 252件（96.8%）

であった。 

 

D. 考察 

○医療安全管理体制について 

・独立した医療安全管理部門を有する施設が

存在する。 

・医療安全を担当する職種の配置状況として、

保険薬局において事務職員等の職種も配置

されていることなどから、多職種による医療安

全管理体制の整備が取り組まれている。 

○業務困難感について 
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・調査対象の多くの保険薬局では医療安全管

理体制の構築と教育、患者や家族の参加が医

療安全に困難を感じている。 

・困難な理由として、「業務遂行に必要な知識

や技能がない」、「時間がない」、「必要な人員

を確保できない」などの回答数が上位3位を占

めており、患者や家族が医療安全に参加する

仕組みの構築や組織内部の課題（研修の企

画そのものや研修内容へ実際の問題点を組

み込むこと）へ対応するリソース不足が推察さ

れた。 

○他施設連携について 

・現状では、他施設と「連携をしていない」施設

が 61.2％を占めている。しかし、情報交換や事

例の検討などの交流希望があり、95.7%が地域

連携により医療安全の質の向上へつながると

考えていることが推察された。 

 

E. 結論 

医療安全管理体制では、少なからず独立し

た医療安全管理部門を有する施設があり、多

職種による医療安全管理体制の整備がされて

いた。また、担当者がいない施設はなかった。 

業務困難感では、医療安全管理体制の構

築、組織的な対応や患者・家族とともに推進す

る医療安全活動について困難感を感じていた。

また、これらの活動に対応するリソース不足が

推察された。 

 他施設との連携では、情報交換や事例の検

討などが医療安全の質の向上へつながると考

えていることが推察された。 
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義：薬局における医薬品安全管理責任者の課

題と他施設連携の必要性に関する研究，第 21
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表 1 医療安全管理体制 
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表 2 業務困難感 
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図 1 困難を感じる業務 

 

 

図 2 最も困難と感じる業務 
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図 3 最も困難と感じる業務の理由 
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表 3 地域連携の現状 
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図 4 他施設との連携 

 

 

 

図 5 他施設との交流希望 

 

 

 

図 6 他施設との交流による安全の質向上 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

地域の他施設と連携している 

同じ法人の他施設と連携している 

連携していない 

他施設との連携 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

その他 

交流を望まない 

気軽な相談 

医療安全対策に関する評価 

事例の検討 

情報交換 

勉強会の開催 

他施設との交流希望 

107 145 5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

他施設との連携・交流により医療安全の質は

向上するか 

とてもそう思う まあそう思う 

あまりそう思わない まったくそう思わない 


